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はじめに 

国際宇宙ステーション（ISS: International Space Station、以下、「ISS」という）は、日本、米国、欧州、

カナダ及びロシアの国際協力のもとに建設された有人宇宙施設である。我が国はISSの構成要素の一

つである、「きぼう」日本実験棟（以下、「きぼう」という）の開発及び運用・利用を中心としてISS計画に参

加している。2008年2月にきぼうが打ち上げられ、我が国の地球低軌道（以下、「LEO」という）における

宇宙空間利用が本格的に開始されて以来、微小重力環境の利用が有効に作用する有望な分野の探索・

特定と利用方法（技術）を構築してきた。 

JAXA及びきぼうに求められる役割が時代と共に大きく変化してきており、2030年のISS運用終了を見

据え、より多くの研究者や民間企業からの参画を得てきぼう利用の成果最大化を進めて行くとともに

LEO利用をポストISSへとシームレスにつなげるため、JAXAとして目指す姿や目標等を掲げ、戦略的か

つ組織的にきぼう利用を推進する目的で「きぼう利用戦略」を策定している。 

きぼう利用戦略では、ポストISS（2035年頃）のLEO利用の目指す姿として「きぼう利用を通じて、LEO
における宇宙環境利用が人類の社会・経済活動の一部として定着している」ことを掲げ、JAXAが取り組

むべき３つの活動領域「JAXA事業利用（技術実証・獲得、超長期有人宇宙滞在技術・探査技術獲得の推

進）」、「公的利用（知の創造/国の課題解決型研究・学術研究の推進）」、「商業活動利用（民間利用オープ

ンイノベーションの推進）」の利用配分がバランスのとれた配分となることを目標に設定し、それぞれの

領域の推進と成果の最大化を図ることを、きぼう利用推進の基本的な考え方としている。 

きぼう利用の目指す姿の実現に向けた具体的な取組の１つが「プラットフォーム（以下、「PF」という）」

である。宇宙実験の実績・成果があるきぼう利用のうち、繰り返し実施が可能であり、国の科学技術施策

の実現や民間企業の研究開発等に貢献でき、JAXA内外から利用ニーズがある取組をきぼう利用の柱

として位置付け、その領域の研究を支える研究開発基盤を「PF」と定義し、それぞれの業界・分野・コミュ

ニティの中での定着及び利用の拡大を推進してきた。きぼう利用戦略では、５つのPFを定義している。 

また、ＰＦでは、利用者の参加を促進するために、宇宙実験の入り口から成果創出までを支える一連

の実験技術の定型化・定時化・高頻度化・低価格化等を図り、実験ごとにサービスを定型化することによ

り、きぼう利用の需要を喚起するよう努めてきた。 

本報告書は、船外ポート利用PFについて、これまでの成果を取り纏め、今後のPF利用の方向性を議

論するためその取組や計画を報告する。 

 

＜プラットフォーム一覧 （きぼう利用戦略（第4版）掲載）＞ 
i. 新薬設計支援PF         タンパク質の構造に基づく薬剤設計支援 

ii. 健康長寿研究支援PF     「きぼう」を使ったヒトの健康長寿に関連する研究への貢献 

iii. 革新的材料研究支援PF   無容器処理技術を利用した材料研究への貢献 

iv. 超小型衛星放出PF       超小型衛星放出サービスの提供 

v. 船外ポート利用PF        船外ポートを利用した戦略的利用推進 
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１. 緒言  

（１） 船外ポート利用PFの設置概念 
 
【船外ポート利用の歴史】 
国際宇宙ステーションの中で最大サイズを誇る「きぼう」日本実験棟の船外実験プラットフォームは、

2009年に打ち上げられた。高真空、微小重力などの宇宙曝露環境を利用した実験を実施することがで

きる多目的実験スペースであり、実験装置の取り付け箇所は12か所ある（システム機器用やNASA利用

分なども含む）。 

  

「きぼう」の船外実験プラットフォーム（クレジット：NASA） 
 
これまでに宇宙科学、地球観測、技術実証などを目的とした大型の実験ミッションを5件（全天X線監視

装置MAXI、宇宙環境計測ミッション装置SEDA-AP、超伝導サブミリ波リム放射サウンダSMILES、高エ

ネルギー電子・ガンマ線観測装置CALET、ハイパースペクトルセンサHISUI）、ポート共有実験装置

MCEや簡易曝露実験装置ExHAM、中型曝露実験アダプタi-SEEPを利用した小型・中型のミッションを

実施している。各ミッションの詳細については後述する。 
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船外ミッションの実施状況 
 
初期に実施しているMAXIやSEDA-AP, SMILESなどは船外ポートに直接接続する大型の装置

（500kg級）であるが、観測機器を大型・高機能にできる一方で、開発には多額の開発資金がかかるこ

と、開発期間が長いこと、船外貨物として打上げる必要があることから、船外利用の活性化が進まないと

いう課題があった。 
この課題の解決策の一つとして、比較的小型の5つのミッションをひとつの実験装置に混載し、ポート

を共有して実験・観測を行うMCEというプロジェクトが非常に有効だったことや、小さな材料片を宇宙空

間に曝露して半年～1年後に地上に回収する簡易曝露実験装置ExHAMが成功したことも踏まえ、小型・

中型（200kg以下）の実験装置を搭載可能な「中型曝露実験アダプタ（i-SEEP）」を開発することとした。ｉ-
SEEPに接続する小型・中型の実験装置をソフトバックで梱包された船内貨物として打上げ、「きぼう」の

エアロックを介して船外に搬出し、実験を行う想定である。i-SEEPから電源や通信などのリソースを提供

することができるため、利用者は自身のペイロード（ミッション機器）のみの開発で、技術実証などをより

簡単に行うことができる。また、機器の地上への回収を行うことができる点でも、有用性が高い。 
1台目のi-SEEPを2016年に、2台目を2022年に打ち上げた。2025年と2026年には高機能化した3台

目と4台目を打ち上げ予定である。また、i-SEEP上で超小型衛星サイズのミッションをより簡易に実施す

るための支援装置SPySEも開発し、幅広いユーザが使用できるようにした。ExHAMの後継として

ExBASという機器も準備した。 
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これまでのi-SEEP利用実績を以下に示す。 

ミッション略称 搭載機 期間（年度） 開発 利用形態 
ExBAS#1-3 SpX-29 

2023～2024 
Space BD 民間事業者（SPySE 利用） 

SeCRETS NG-19 
2023 ※SeCRETS 

プロジェクトチーム 
民間事業者 

ExBAS#1-2 SpX-27 
2023 

Space BD 民間事業者（SPySE 利用） 

Smart One
（iSSIFQE） 

NG-17 2022 SkyCorp（米国） 民間事業者 

ExBAS#1-1 NG-17 
2022 JAXA、Space BD 民間事業者（SPySE 利用） 

Space AS-LiB NG-17 
2022～2023 JAXA、日立造船 JAXA 利用（SPySE 利用） 

LPS SpX-23 
2021～2022 ソニーグループ(株) 民間事業者 

iSIM HTV9 
2020 Satlantis（スペイン） 有償利用 

SOLISS HTV8 2019～2020 NICT、Sony CSL 有償利用 
HDTV-EF2 HTV6 2017～運用中 JAXA JAXA 利用/ 有償利用 
GPSR-Wheel HTV6 2016 JAXA JAXA 利用 

 
※ SeCRETSプロジェクトチーム：スカパーＪＳＡＴ株式会社（スカパーＪＳＡＴ）、国立研究開発法人情報

通信研究機構（NICT)、株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所（SonyCSL）、次世代宇宙システ

ム技術研究組合（NeSTRA） 
 
【船外ポート利用PFの立ち上げ】 

2016年に船外ポート利用PFを立ち上げた。日本が有する船外ポートを戦略的に使っていくことを目的

とし、大型の装置でしか実施できないミッションにも配慮しつつ、中型曝露実験アダプタ―「i-SEEP」の利

用を中心に推進することとした。（PFには大型実験装置も含むため、今回の報告もそれらを含める）。 
 

i-SEEPの利用促進のため、JAXAによる利用やJAXAとの直接契約による外部機関との有償利用を

推進していたが、「きぼう利用戦略」第2版に基づき、「きぼう」の利用事業について民間等による事業自

立化（民間への開放）を推進する方針となったことを受け、民間事業者ならではのアイデアやサービスに

よって、国内外に広く事業提供するための企画提案募集を行うこととした。 
https://www.jaxa.jp/press/2018/12/20181205_kibo_j.html 
厳正なる評価の結果、2019年にi-SEEP利用サービス提供事業者としてSpace BD株式会社を選定し

た。 
https://www.jaxa.jp/press/2019/03/20190308a_j.html 
民間事業者は国内外のポテンシャルユーザにアクセスしており、2024年度にはその実績を踏まえて

再選定された。 
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/74049.html 
 

 
 

https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults07
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults09
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults07
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults08
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults08
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults07
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults06
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults05
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults04
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults03
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults01
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/#sw-UsageResults02
https://www.jaxa.jp/press/2018/12/20181205_kibo_j.html
https://www.jaxa.jp/press/2019/03/20190308a_j.html
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/iseep/74049.html
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（２） PFの目標及びきぼう利用の目指す姿へのPFの貢献 
「きぼう利用戦略 ～「きぼう」利用成果最大化に向けて アジェンダ2030 ～ 第4版」では、きぼう利用

のポートフォリオとして、「JAXA事業利用（技術開発・実証）」「公的利用（科学利用）」「商業活動利用」の3
つの領域は、バランスのとれた配分となるように努め、それぞれの領域の推進と成果最大化を図ること

とされている。 
船外ポート利用PFでは、まさにバランスの取れた姿を体現している。JAXA事業利用としては、JAXA/

民間企業との共同研究による全固体電池の実証を行ったほか、今後は光通信実証実験（LICS）やライダ

ーによる森林立体観測の実証（MOLI）などが計画されている。公的（科学）利用としては現在まで15年以

上にわたり全天のX線観測を行っているMAXI、10年にわたり高エネルギー粒子の詳細観測を行ってい

るCALET、経済産業省の開発した宇宙実証用ハイパースペクトルセンサHISUIによる鉱物資源探査な

ど、数多くの成果が出ている。i-SEEP利用ミッションの事業化により、商業利用も加速している。 
 
きぼう利用戦略には、以下の5つの目標も記載されているが、これらについても船外ポート利用PFと

して貢献している。特に目標2、目標3、目標4への貢献が大きい。 
目標1：国が進める課題解決型研究への貢献 
➡国が進める「自然災害」「地球環境情報」に関する課題解決型研究への貢献 

目標2：民間企業の投資判断済み事業による「きぼう」の社会的価値の実証 
➡民間事業者を通して国内外のユーザが有償でi-SEEP/SPySEを利用している。 
記念品の打ち上げなど、民間ならではのアプローチで顧客を増やしている。 

目標3：超長期有人宇宙滞在技術や探査技術等の研究開発の推進 
➡JAXAによる宇宙環境計測（SEDA-AP）、月面探査に向けたセンサーの実証など。 

目標4：研究者の内在的動機に基づく学術研究による科学技術力向上への貢献 
➡大型ミッション（MAXI、CALET等）やたんぽぽプロジェクトによる科学的成果 

目標5：国際プレゼンス向上及び人材育成への貢献 
➡現在進行中の案件も含めると、i-SEEPを利用する3件の米国ミッションやスペインのミッション 
などを取り扱っており、国際プレゼンスに貢献。JAXAが公募した技術実証や人材育成に資する 
実験も搭載準備中。 

 
船外ポート利用PFとしての目標は3つ設定した。「きぼう」だけが持つ大型の船外実験プラットフォーム

をフルに活用し、①インパクトの高い科学的成果の創出、②（i-SEEP/SPySE等を利用した）小型・中型

の実験ミッション実施を通した技術実証機会の拡大、③民間事業者にi-SEEP事業を移管することによる

商業利用の活性化を目指す。民間事業者には、本事業を通して、ポストISS時代に向けての事業機会開

拓を行っていただく。 
 
（３） PF目標の達成状況と将来ビジョン 
本PFの目標の達成状況と将来ビジョンについて個別に記載する。 
 
① インパクトの高い科学的成果の創出 

現在も運用中のMAXI、CALETについては3項で詳述することとし、ここでは概要のみを述べる。 
 
全天X線監視装置（MAXI）は空のあらゆる方向(全天)で発生しているX線を高頻度で繰り返し観測

する装置で、2009年に打ち上げられ、以来15年以上にわたって観測を続けている。MAXIチームに

よる査読論文は104報（Nature, Science誌含む）、外部研究者によるデータ利用や、MAXIの名前が

ついた天体を対象とした査読論文は約850報にのぼる。MAXIからのアラートを契機として実施した

観測による論文数も多く、MAXIがX線天文学分野において果たしている役割は極めて大きい。中で
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も顕著な成果は、Nature誌に掲載された「巨大ブラックホールが星を飲み込む瞬間を捉えた世界初

の観測」であり、米国のSwift 衛星と協調して活動銀河核の一種であるブレーザーMkn421 から宇

宙ジェット起源のＸ線増光（過去最高強度）を検出し、その放射メカニズムを詳細に調査した。現在も

観測を継続しており、更なる成果が期待できる。MAXIは、2016年に開催されたISS Research and 
Development Conference（ISS RDC：ISS National Laboratory, NASAおよびAmerican 
Astronautical Societyが主催するISSに関する世界最大の会議）において、"Space Station Top 
Results for Discoveries"賞を受賞した。また、2024年にもCompelling results賞を受賞した。 
 

 
巨大ブラックホールが星を飲み込む様子を示したイメージ図 
（出典：NASA/ Goddard Space Flight Center/Swift） 

 
高エネルギー電子・ガンマ線観測装置（CALET）ミッションは、高エネルギー電子、ガンマ線などの

観測を行うことにより、宇宙線の起源、暗黒物質の正体解明を行うとともに、太陽磁気圏における高

エネルギー電子の輸送／伝播モデルを構築するものである。2015年の打上げ以降、約10年にわた

り観測を行った結果、査読論文数は49報、うちハイインパクトな論文は22報となった。本ミッションの

重要性は、代表研究者が本ミッションに密接に関連したテーマで科学研究費基盤(S)を4回連続で獲

得していることからも裏付けられる。現在も観測を継続しており、更なる成果が期待できる。CALET
は2018年のISS RDCにて、Compelling results賞を受賞した。 
 
超伝導サブミリ波リム放射サウンダ（SMILES）は、2009年10月から地球大気の連続的な観測を

開始、2010年4月に装置内部のサブミリ波発振器が故障するまでの約6ヶ月間の大気観測データを

取得し、オゾンや塩素化合物・臭素化合物などのグローバルな分布を求めた。これまで明らかでな

かった、成層圏オゾンの日周変動 （一日の中での時間帯による変化） について、一日周期でオゾ

ンの量が増減する様子を初めて明確に観測し、なおかつ数値シミュレーションでも同様の変動が再

現された（下図）。 
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SMILES 観測で捉えた高度方向のオゾン分布の日周変動と同時期を再現

したシミュレーション結果。平均的なオゾン量と比べて、高度や時刻によって

増加したり（赤色）減少したり（青色）する変動の様子が、SMILES観測でもモ

デル計算でも捉えられている。 
（左）SMILES観測データ、（中央）モデル計算（日本・国立環境研究所）、（右）

モデル計算 （米国・大気研究センター） 
 
2012年から2014年まで運用したMCEは、5種類の独立した目的を持つペイロード（ミッション機

器）をひとつの実験装置に搭載した実験装置である。これにより、ひとつのポートで、様々なミッショ

ンを実施することが可能になった。このうち、地球超高層大気撮像観測（IMAP）とスプライト及び雷放

電の高速測光撮像センサ（GLIMS）の科学的成果について簡単に述べる。 
IMAPミッションは、地球大気と宇宙の境界領域で大気が光り輝く現象（大気光、プラズマ共鳴散乱

光）をVISI（可視・近赤外分光撮像装置）とEUVI（極端紫外光撮像装置）と呼ばれる2台のカメラで観

測し、地球の気候変動などの原因をさぐることを目的としており、波長762nmの大気光の観測によっ

て、世界で初めて高度95kmの超高層大気が水平波長数十kmで波打つ様子（大気重力波）を宇宙か

ら観測することができた。さらに、竜巻が超高層大気に起こす波動を捉えることにも成功した。宇宙

からの観測によって、これまでは観測できなかった地域での観測が可能となり、地球全体での変動

の様子を捉えることができた。 
 GLIMSは高空間分解能をもつCMOSカメラ、高時間分解能をもつ測光器（フォトメタ）、VLF帯・

VHF帯電波受信器によって、雷放電とスプライトを世界に先駆けて真上から継続的に観測すること

が可能で、2012 年12 月から定常観測を開始し、2014年11月末までに約5050 例の雷発光の検

出に成功した。このうち約500例が雷放電に伴ってその上空で生じる高高度放電発光現象を伴って

いることを初めて突き止めた。スプライトの真上観測に多数成功し、雷放電の種類を識別する手法を

新たに開発するなどの成果を上げた。本研究は、2014年に開催されたISS RDCにおいて、”Top 
Discovery in Microgravity”賞を受賞した。 
 

② 小型・中型の実験ミッション実施を通した技術実証機会の拡大 
MCEの残り3つのミッションでは宇宙インフレータブル構造の宇宙実証（SIMPLE）、EVA支援ロボ

ットの実証実験（REXJ）、船外実験プラットフォーム用民生品ハイビジョンビデオカメラシステム

（COTS HDTV-EF）の技術実証を行った。 
SIMPLEは、インフレータブル構造（袋状の膜材を気体による内圧によって膨らませて利用する超

軽量構造）を実際の宇宙環境のもとで長期間運用し、その実用性を実証するとともに今後の宇宙構

造物への適用のための基礎データを集めることを目的としていた。宇宙空間でインフレータブルチュ

ーブや形状記憶ポリマの伸展に成功し、構造の軌道上劣化は伸展後７ヶ月以上が経過しても認めら
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れなかった。 
REXJは宇宙飛行士の船外活動（EVA）を支援するロボットに不可欠な空間移動機能・作業機能

を、伸展式の腕とテザーを内蔵するロボットにより実証するミッションである。軽量で高い伸縮比を持

つロボットアーム技術と伸展式ロボットアーム先端部の位置決め制御技術の獲得に成功した。この

成果に対し、日本機械学会より2014年の宇宙工学部門一般表彰スペースフロンティア賞を受賞し

た。 
民生品のハイビジョンビデオカメラを使用して、民生品ハイビジョンカメラの曝露環境での宇宙実

証を行うHDTV-EFは、美しい地球の映像撮影を行うことに成功、宇宙放射線によるCMOS撮像素子

の損傷頻度などのデータも取得することができた。 
 
HDTV-EFを発展させた、「きぼう」次世代ハイビジョンカメラシステム（HDTV-EF2）は、i-SEEPに

搭載された最初のペイロードの一つであり、現在も運用中である。このカメラシステムは、カメラ視野

方向を制御するための2軸の雲台を持ち、地上からの操作によりカメラを目的の方向に動かすこと

ができる。また、20倍光学ズームのハイビジョンカメラと高感度・光学5倍の4Kカメラを搭載してい

る。これまでに、ユーザが予め指定した地点をポインティング・追尾して動画映像の撮影・地上配信

に成功し、各国の様子や雲の動き、災害現場の撮影を通じて、自然災害の速報発信、定点観測の

ほか、民間利用などでの活用を目指した撮影実証を行っている。2025年度中にカメラの換装を行う

計画である。 
 
ExHAMはJAXAが開発した簡易曝露実験装置である。上面にロボットアーム（子アーム）用のツ

ールフィクスチャ（把持部）を、下面に「きぼう」船外のハンドレール（手すり）への取付け部を備えた直

方体の機構で、上面に7個、側面に13個の実験サンプルを搭載することができる。エアロックとロボ

ットアームを有する「きぼう」ならではの実験で、2015年から2021年まで10回にわたる曝露実験を実

施した。搭載した25のテーマのうち、約半数が無償利用、残りが有償利用であったが、多くの実験が

各種材料・デバイスなどの宇宙空間への曝露による影響や耐久性を調べる実験で、株式会社大林

組、株式会社潤工社、パナソニック株式会社、フドー株式会社、新日本繊維株式会社、東京大学、京

都工芸繊維大学、マサチューセッツ工科大学、マレーシア・プトラ大学、トルコのASELSAN 社、イス

タンブール工科大学、JAXA研究開発部門、安全・信頼性推進部などが参画した。中でも、新日本繊

維は、ExHAMと静電浮遊炉を利用し、自社の耐熱・耐放射線繊維であるBASHFIBER®の高温特性

や耐放射線特性に関するデータ取得・評価を実施。その後、2024年6月、Jパワー、日本板硝子と、

環境配慮型高機能リサイクル繊維の共同検討を開始し、事業化・量産化に向け事業が進展してい

る。 
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 ExHAMを用いた特徴的な実験として、東京薬科大学や横浜国立大学などが参画したTanpopoシ
リーズが挙げられる（ExHAM運用終了後はExBASを使って後続の実験が行われている）。生命お

よび有機化合物の惑星間移動の可能性、および地球の低軌道における地球由来の粒子を調査中

の宇宙生物学的プロジェクトである。微生物や有機物を長期に曝露させて、その生存状況や変性を

調べる複数のミッションから構成される。技術実証というよりは科学成果であるが、放射線耐性微生

物Deinococcus radiodurans （デイノコッカス・ラジオデュランス）を宇宙空間に3年間曝露した結果、

微生物は生存しており、その解析結果から紫外線が当たる環境では数年、当たらない環境では数十

年、微生物が生存可能と予測できることが初めて検証された。 
このように、ExHAMは多くのユーザに技術実証機会を提供することに貢献できた。ExHAMの開

発/運用が評価され、2017年の日本機械学会の宇宙工学部門スペースフロンティア賞を受賞した。 
 
小型光通信実験装置【SOLISS】は、株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所（SonyCSL）、

情報通信研究機構（NICT）とJAXAのプロジェクトで、2019年から2020年にかけて実施された。

SOLISSと光地上局との間で波長1.5µmレーザ光による双方向光通信リンクの確立に成功し、小型

衛星搭載用の光通信機器としてEthernetによる通信を実現した世界初の事例となった。また、第4回
宇宙開発利用大賞で最高賞となる内閣総理大臣賞を受賞した。 
https://www.jaxa.jp/press/2020/04/20200423-1_j.html 
また、2020年のISS RDCにてInnovation賞を受賞した。 
 
 JAXAと日立造船による共同研究の成果として宇宙での全固体リチウムイオン電池の充放電機能

を確認することができた。この全固体リチウムイオン電池は－40℃～120℃という広い温度範囲で使

用可能であり、かつ、安全性が高く破裂発火のリスクが極めて小さいため、温度差の激しい、真空で

放射線に晒される宇宙環境で利用する設備の小型・軽量化や低消費電力化に寄与することが可能

である。従来宇宙で使用している有機電解液のリチウムイオン電池では難しかった省スペース化が

求められる小型機器への適用や、船外実験装置などでの使用が期待される。 

https://www.jaxa.jp/press/2022/08/20220805-1_j.html 
 

LPWA無線実験装置【LPS】はソニーグループ株式会社が開発したソニー独自の低消費電力広域

（LPWA）通信規格ELTRES™に対応した装置である。事業者の初めての案件としてiSEEPに搭載さ

れた。SONYのニュースリリースによれば、ELTRESに対応した無線基地局を小型・省電力化し、宇

宙の過酷な環境に耐えられるよう新たに開発し、地球を高速周回する低軌道衛星においても、受信

安定性の確保と受信可能な端末数の最大化ができるよう専用の信号処理アルゴリズムを実装して

いる。ELTRESは、地上においてわずか20mWの送信電力で、見通し100km以上の伝送を可能とし

ており、日本国内ではすでに一部の山岳地帯や海上でも運用を開始している。一方で、受信局の設

置が困難な険しい山岳地帯や水平線を超える遠く離れた海上においては、地形や波浪により電波

が遮られる場合があり、上空はるかかなたの軌道上を周回し、地上から完全な見通しを確保できる

人工衛星の活用が期待されている。ELTRESの「長距離安定通信」と「高速移動体通信」の特長を生

かし、地上から送出された電波を、上空400kmの軌道上を高速移動するISS側で高精度に受信する

ことができた。本実験の成功により、場所の制約を受けることなく通信が行えるという新たな可能性

を実証した。 
https://www.sony.com/ja/SonyInfo/News/Press/202112/21-056/ 
 
同じく事業者の案件として実施されたSeCRETSという実験では、国際宇宙ステーションから可搬

型光地上局への光通信で安全な鍵を共有、高秘匿通信可能なシステムを開発した。NICTのプレス

リリースによれば、この光通信により、1回の上空通過で100万ビット以上の秘密鍵を共有し、ISSと

https://www.sony.com/ja/SonyInfo/News/Press/202112/21-056/
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地上局とでの情報理論的に安全な通信の実証に成功した。本通信実証の成功により、低軌道衛星

からの光通信による高速かつ高い安全性を持つ暗号鍵を任意の地上局と共有する技術的な見通し

が立った。本技術が実用化されれば、原理的に地球上のどこでも安全な暗号鍵の共有ができ、通信

で漏えいを防ぐことができるため、国家安全保障や外交の分野において不可欠な重要情報の高秘

匿通信が可能になる。今後、本技術の開発を更に進め、機密情報を扱うユーザ向けの衛星量子暗

号システムの社会実装を目指すとのことである。 
https://www.nict.go.jp/press/2024/04/18-1.html 

 
また、今後打ち上げを予定しているミッションとして、将来月面ローバーに搭載して月の水資源を探

査するための放射線モニタの技術実証実験（MoMoTarO、京都大学提案）や、JAXAで開発している

JEM搭載光衛星間通信システム(LICS)や日本初のレーザによる森林観測ミッション（MOLI）などが

ある。 
 
③ 商業利用の活性化 

SOLISSは初めての有償利用案件であり、SonyCSLとNICTが実施した。SonyCSLは同技術の

事業化のため、2022年に米国で事業会社（SonySpace Communications Corporation（SSC社））を

設立している。 
SOLISSの経験が2023年の事業者案件【SeCRETS】の実施につながったとも考えられる。高秘

匿光通信の実証を行った本実験では、SonyCSLとNICTのほか、スカパーJSAT株式会社（スカパー

JSAT）と次世代宇宙システム技術研究組合（NeSTRA）も参画した。 
また、上述の通り、ソニーグループ株式会社は2022年に、独自のLPWAの通信規格である

ELTRES™に対応した無線実験装置の実証実験【LPS】を事業者経由で実施した。 
 
海外ユーザによる商業利用も進んでいる。 
スペインの宇宙ベンチャー企業であるSatlantis社は、超小型衛星搭載用地球観測カメラ【iSIM】を

開発し、i-SEEPを用いて技術実証に成功した。Satlantis社は同成果獲得の後、2025年までに、iSIM
を搭載した4機の地球観測衛星を打上げ、事業が進展している。 
https://www.satlantis.com/garai-a-launch/ 
 
米国Skycorp社は、2021年から2022年まで結合機構と電力伝送コネクタのISS軌道上実証

【Smart One（iSSIFQE）】を行った。この会社の後継となるSpaceBilt社は別の案件を事業者（Space 
BD）に発注済みであり、2026年の打ち上げに向けて装置を開発中である。リピーターとなった好例

といえよう。 
 
簡易材料曝露実験ブラケットExBASについては、材料曝露実験などの研究利用はもちろんのこ

と、地域・企業のプロモーションやアート・工芸品への利用、記念品、エンタメ利用など幅広く、民間事

業者ならではの営業活動により、宇宙利用の裾野を広げることに大いに役立った。 
https://space-bd.com/release/349/ 
https://space-bd.com/release/1897/ 
https://space-bd.com/release/3267/ 

https://www.nict.go.jp/press/2024/04/18-1.html
https://www.satlantis.com/garai-a-launch/
https://space-bd.com/release/349/
https://space-bd.com/release/1897/
https://space-bd.com/release/3267/
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【ExBAS参加団体一覧】 
Orbray株式会社（旧社名：アダマンド並木精密宝石株式会社）、京都大学、クラーク記念国際高等学

校、Space SAGA、損害保険ジャパン株式会社、たんぽぽ４研究チーム(福岡工業大学、横浜国立

大学、北海道大学、ウィーン大学他)、東亞合成株式会社（アロンアルフア）、八戸工業大学第一高等

学校、Airvantis、Toucan Space、JO1、公益社団法人 金沢青年会議所、岐阜県庁、株式会社

Greenspoon、株式会社コロンビアスポーツウェアジャパン、たんぽぽ5研究チーム（福岡工業大学

など）、パナソニックインダストリー株式会社 電子材料事業部、花巻スペースプロジェクト「UP花
巻」、富士高分子工業株式会社、Toucan Space SAS、大分県、九州工業大学、株式会社 エムエス

ディ、サーモフィッシャーサイエンティフィック ジャパングループ、EXPLOR Biologics Pty Ltd、セー

レン株式会社、たんぽぽ6チーム、HelioX Cosmos Co., Ltd.、株式会社LIXIL 
 

民間事業者は精力的に営業活動を行っており、今後も定期的な商業利用が見込める。なお、本PFとし
ては、i-SEEP利用サービス提供についてはすでに事業移管しているため、ポストISSではJAXAが自ら

インフラを準備することは考えておらず、ニーズが見込めそうであれば事業者の事業として実施いただく

ことを想定している。民間事業者には、本事業を通して、ポストISS時代に向けての事業機会開拓を行っ

ていただく。 
 

２. PF運営・推進  

 本PFには大型の観測装置も含むが、利用拡大や実験サービスの提供は民間事業者を介して行うこと

としたため、本稿では民間事業者と連携した取り組みについて述べる。 
 
（１） 利用拡大に向けた取組状況とその発展について 
 前述のとおり、小型・中型ミッションの利用を拡大することを目的として、i-SEEPを開発した。従来よりも

手軽に宇宙実証が可能な、船外実験プラットフォーム化（利用機会の高頻度化、定時化）を目指した。船

内貨物として打ち上げることで、打上げ振動緩和が可能で、地上回収も実現できる。さらに、民間ならで

はの利用のアイデアや質の高いユーザーインテグレーションサービスに期待し、公募型企画競争を経て

i-SEEP利用サービス提供事業者としてSpace BD株式会社を2019年3月に選定した（事業者選定に関

わる年表を以下に示す）。 
 事業者制度は、JAXAにとってほとんど前例のないことであり、本件は超小型衛星放出事業に続く2番
目のサービス提供事業者選定であった。事業者は、JAXAがこれまで実施してきた「利用者開拓」及び

「利用者に対する技術支援」、「打上げ・実験運用」までを、自己資金により自ら運営する。JAXAは、審査
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プロセスの改善、小型ペイロード支援装置の整備や外部拠点運用への対応など事業性を高めるうえで

必要となる技術開発を担うとともに、2020年度中を目途に利用インテグレーションや運用準備等、技術

開発以外の全ての作業を事業者に移管することとした。 
 

 
          
 2024年7月に、改めてi-SEEPサービス提供事業者の募集を行った（ここでは第2期と称す）。第1期で得

られたi-SEEP利用サービス提供事業の課題や周辺状況の変化を鑑み、事業者へ移管するポートの加

増や、リソース料の一部無償化、JAXAによるサービス利用など、前提条件の見直しを行った。JAXAの
支援なしでポストISS時代に完全に自立できる「完全事業化」達成は目標とはせず、事業者の力を借り

て、多くのユーザによる技術実証の機会を増やし将来のプレーヤーを増やすこと、商業利用の活性化を

目指すこととした。 
 公募型企画競争を経て、2024年10月に再度 Space BD社をサービス提供事業者として選定した。 
 
 民間事業者によるサービス提供により、JAXAが自ら事業を実施していたころと比較して新規ユーザが

増加している。材料曝露実験を例に挙げると、10回の曝露実験を行ったExHAMではJAXA以外の無償

利用ユーザが7件、有償利用ユーザが11件であったが、民間事業者による3回のExBASサービス（有

償）では29件の参加があった。特に、今まで宇宙と縁がなかった新規ユーザを取り込むことで、宇宙利

用のすそ野拡大に貢献した効果は大きい。民間の創意工夫を活かした事業者への事業移管は、幅広い

利用につながる取り組みであったと考える。 
 

JAXAとしてもユーザ利用拡大の一環として、SPySEの国内公募を実施した。本公募は、国内の大学

や公的機関等が一連の開発・運用を行うことで、実践の場における技術能力向上を促進し、成長産業の

育成や宇宙開発の基盤強化を狙うものである。また、民間事業者にとっての利用ユーザになるため、ア

ンカーテナントユーザとして、持続的事業の一躍を担うことにもつながる。公募で選定されたMoMoTarO
は事業者によるユーザーインテグレーション作業の支援を受けて、搭載に向けた準備を実施中である。 
 
 
（２） 新たな概念・価値を創出する実験サービス（枠組み、装置等）の提供状況とその発展について 

i-SEEPは、100 kg 級の実験装置を最大2つ同時搭載することができる実証プラットフォームである。

衛星に実験装置を搭載して実証する場合と比較して、打上げ時期への柔軟な対応、打上げ振動負荷の

低減、ISSが提供する安定したリソース（電力・排熱・通信等）の利用、地上への回収等、多くのメリットが

ある。 
i-SEEPやその周辺のハードウエアについてはJAXAが開発しているが、ユーザの要望に応えてi-

SEEPから実験装置への直接冷媒供給機能とサバイバル電力供給機能の追加、「きぼう」船外と船内の

通信速度の10倍向上（最大1Gbps）を実現した。機能拡張した1台目はHTV-X1号機で打ち上げられ、2
台目は2号機で打ち上げ予定としている。また、i-SEEPに搭載する装置は、エアロックを介して船外に搬

出され、ロボットアームでi-SEEPに接続されるが、エアロックのサイズに縛られず、船外で装置を結合さ

せるための装置結合機能を施したiCAM（i-SEEP共通結合機構）の開発も完了した。今後打ち上げ予定

のMOLIで用いられる想定である。 
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 より小型のペイロードを搭載するための機器も開発した。小型ペイロード支援装置（SPySE）は、i-
SEEP上で超小型衛星サイズのミッションをより簡易に実施するための支援装置である。電力や通信ラ

インなどのリソースがペイロード側に提供されるため、超小型衛星の開発よりも簡便に宇宙環境観測や

要素技術実証などのミッションを容易に実現することが可能である。また、必要に応じて機器の地上へ

の回収も行うことが可能であり、超小型衛星と比較して技術実証機会として有用である。材料曝露を目的

とするExBASもSPySE上に取り付けて使用する。 
  
 実験サービスへの利便性向上として特筆すべきは、外部運用システムの開発である。ペイロードへの

コマンド送信は原則として筑波宇宙センターの運用管制室から行うが、これをユーザのオフィスから送信

することが可能となった。 
従来は、ユーザが筑波宇宙センターにて、テレメトリを確認しながら運用管制員に観測などの要求を

伝え調整し、運用管制員が操作指令を出していた。また、毎回の運用日時を予め決定し、運用体制を整

えた上で運用する必要があった。今回稼働した外部運用システムを利用することにより、ユーザは、オフ

ィスや研究室などの希望する場所からネットワークを介し、ユーザ自身が操作指令を出してペイロードを

運用することが可能となり、「きぼう利用のリモートワーク」化が実現した。また、ユーザの実験規模に適

応したクラウドのサイジング設定、ユーザのスケジュールに合わせた柔軟な運用、さらには急な運用変

更への迅速対応など、利便性が格段に向上した。この実現にあたっては、セキュリティの担保が重要な

課題であったため、NASAや関連部署との綿密な調整を重ねて利用可能な運用規定を定め、検証する

ことで実現することができた。現在、船内実験にも適用すべく調整中である。 
https://www.jaxa.jp/press/2022/04/20220415-1_j.html 

 

 
 

https://www.jaxa.jp/press/2022/04/20220415-1_j.html
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（３） ノウハウの蓄積と継承（サービス提供を含む）  
 事業者への技術移管、ノウハウの継承については、定期的な打ち合わせと技術文書の作成を通して

行った。主な技術文書を以下に示す。 
文書名 内容 ページ数 
「きぼう」船外におけるi-SEEP
利用に係るプロセス管理 

i-SEEP、SPySEに搭載するペイロードに対し必要

となるすべての調整事項や作業等について、

JAXA とi-SEEP 事業者との間でのプロセスをまと

めたもの 

50ページ 

i-SEEP/SPySE/iCAM利用者

向けハンドブック 
i-SEEPを用いて「きぼう」での船外実験を検討して

いるユーザ向けの利用ガイドブック 
80ページ 

「きぼう」船外実験プラットフォ

ームデータブック 
i-SEEPの利用を計画しているユーザに提供できる

データについて整理したもの 
55ページ 

i-SEEP利用ミッション外部運

用プロセスガイドライン 
i-SEEPに搭載するペイロードを、その利用者が外

部運用システムを介して、外部で自立して運用する

（JAXA運用管制が担う役割を可能な限り減らした

運用）ための運用プロセスをまとめたもの 

30ページ 

i-SEEP外部運用 地上運用

設備に係る運用準備プロセス

整理 

i-SEEPに搭載するペイロードをペイロードユーザ

が遠隔で運用するための外部運用システムに関す

る地上運用設備に係る運用準備プロセスをまとめ

たもの 

111ページ 

i-SEEP 利用ミッション外部運

用管理システム運用要領書 
外部運用システムの運用要領を定義したもの 77ページ 

 
 

３. 研究開発成果  

船外ポート利用プラットフォームは、①ポート直付けの大型装置などによるインパクトの高い科学成果

の創出、②中型曝露実験アダプター（i-SEEP）などを用いた小型・中型の実験ミッション実施を通した技

術実証機会の拡大、③i-SEEP事業を民間事業者に移管することによる商業利用の活性化を目標として
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いる。i-SEEPを用いた実験は有償利用が大半を占めるため、成果が公開されているものにしか言及で

きないこともあり、本項では主として①の成果について述べる。なお、1項(3) 「PF目標の達成状況と将

来ビジョン」でも、公開情報に基づく科学的成果、技術実証実験について記載している。 
 
（１） PF目標の科学技術的意義及び達成度  
本PFの大きな一角を占める、現在も観測継続中の大型の観測装置、全天X線監視装置MAXIと高エ

ネルギー電子・ガンマ線観測装置CALETについて記載する。 
 
【MAXI】 

MAXI は、空のあらゆる方向(全天)を高頻度で繰り返し観測する「全天X 線モニタ装置」である。全

天Ｘ線モニタとして MAXI はこれまでで最高の検出感度をもち、予想外の突発現象を優れた感度で

発見する性能をもつ。また現時点で、十分な感度をもつ全天Ｘ線モニタとして、世界でほぼ唯一であ

る。MAXI のデータを長期間にわたり足し合わせることで、全天の X 線天体カタログを作ることがで

きる。全天の一様観測による天体カタログは科学的価値が高く、全世界のさまざまな研究に、貴重

な基礎データを提供できる。 
MAXIが検知した突発天体や突発現象は、インターネットを通じ世界の研究者へ速報される。これ

をトリガーとして稀少な天体現象を、地上や軌道上の観測装置(望遠鏡など)により、遅滞なく組織的

に追跡観測することが可能となる。 
 
  MAXIミッションの目的は以下のとおり。 

 目的1：全天を短い時間サイクルで繰り返しＸ線観測することで、突然に輝き出す突発天体を

速やかに検出・通報し、貴重なイベントを逃さず観測する。 
 目的2：既知天体の変動を長期に追跡し、全天のＸ線天体カタログを作成し、また狭視野望遠

鏡では全体像をつかめない大きく拡がったX線放射を研究する。 
 
  MAXIミッションの特徴と位置づけは以下の通り。 

• Ｘ線観測装置のうち、空のあらゆる方向(全天)を高頻度で繰り返し観測する「全天X線モニタ装

置」であり、狭視野のＸ線望遠鏡衛星とは相補的である。 
• MAXIが検知した突発天体や突発現象は、インターネットを通じ世界の研究者へ速報される。こ

れをトリガーとして稀少な天体現象を、地上や軌道上の観測装置(望遠鏡など)により、遅滞なく

組織的に追跡観測することが可能となる。こうした研究は「時間領域天文学」と呼ばれる。 
• 全天Ｘ線モニタとしてMAXIはこれまでで最高の検出感度をもち、予想外の突発現象を優れた感

度で発見する性能をもつ。また現時点で、十分な感度をもつ全天Ｘ線モニタとして、世界でほぼ

唯一である。 
• MAXIは、全天に散らばる数百個のＸ線天体の動静を、一挙にかつ長期にわたり監視でき、これ

ら既知天体に関しても、大幅に知見を深めることができる。 
• MAXIのデータを長期間にわたり足し合わせることで、全天のX線天体カタログを作ることができ

る。全天の一様観測による天体カタログは科学的価値が高く、全世界のさまざまな研究に、貴重

な基礎データを提供できる。 
 

2009年の打ち上げ以降、数年単位で成果や達成度の評価を行ってきた。定常運用終了時や、後

期運用のフェーズを進めるたびに、JAXA宇宙科学研究所理学委員会による科学評価を受け、

JAXA有人宇宙技術部門によるプロジェクト継続判断を受けて現在に至る。現在実施中の後期運用

(5)は2030年12月までとなっており、まさにきぼう船外実験プラットフォームが設置されてからISSが
運用停止するまでの長期にわたり、データ取得することが期待されている。 
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後期運用(4)終了／(5)開始に向けて、ISAS理学委員会で組織された MAXI 科学評価委員会に

よる専門的な評価を受けた。評価対象は主に直近3年間の成果である。委員からの主要なコメント

は以下のとおり。 
• 諸外国の観測装置と比較しても、MAXIの行っている無バイアス、定期的かつ高頻度の全天監

視は、独自性が非常に高い。MAXI が発見した新星等は、Swift、NICER、NuSTAR、Chandra 
による追観測が行われ、良質なデータが取得されている。 

• 今後、重力波やニュートリノ観測の感度向上が見込まれる中、MAXIによる全天X線監視データ

は、マルチメッセンジャー天文学の重要な一翼を担うと期待される。 
• MAXI は着実な成果を上げている。後期運用(4)の期間には、MAXI チームにより14 編、世界

ではMAXI データを利用した184 編の論文が出版されている。 
• 後期運用(5)の6年間が加わることで、単一観測装置による21年にわたる長期変動の観測デー

タを取得することが可能になる。これは人類が得た最も長いX線監視データである。これに基づ

く新しいサイエンスの展開が見込める。 
• 他の観測装置との連携について、これまでに立ち上げた協力関係は、今後とも維持できる見通

しがある。 
• 新たに打ち上げられた日本のX線天文衛星XRISMとの連携観測から、JAXAおよび日本のX線

天文学の盛り上がりが見込める。 
 

評価結果のまとめは以下のとおり。 
タイムドメイン天文学は、今や天文学の大きな柱である。様々なタイムスケールの中で、短いタイ

ムスケールの突発現象から、10 年以上のタイムスパンの長期変化まで、ほぼ全天を均質かつ無バ

イアスでカバーするMAXI は世界的にもユニークかつ貴重な観測装置であり、天文学における価値

は非常に高い。MAXI チームの努力で運用の自動化が進み、運用コストは小さい。従ってコストパフ

ォーマンスは高く、１日でも長く運用を継続することを提言する。それを支えるMAXI の科学観測を進

めるマンパワーの確保及び若手人材の育成が最重要課題である。 
 
【CALET】 

未開拓な高エネルギー領域での宇宙線観測を実現するため、先駆的な検出技術と最新の電子技

術を駆使したイメージング機能を持つカロリメータにより、粒子の種類、到来方向、及びエネルギ

ーの測定を行う。加えて、独立した検出器により、広いエネルギー範囲でガンマ線バーストの観測

を行う。 
 
CALET ミッションの目的は以下の通り。 
宇宙には、超新星や活動的銀河核などの特異な天体や、宇宙を満たす暗黒物質など、未解明

の現象が多く残されている。これらは謎に包まれた高エネルギー宇宙線源の候補である。CALET
は、これらの高エネルギー電子、ガンマ線などの観測を行うことにより、科学的な成果として、宇宙

線の起源、暗黒物質の正体解明を行うとともに、太陽磁気圏における高エネルギー電子の輸送／

伝播モデルの構築、REP 現象の観測による宇宙天気予報への貢献を目指す。さらに、ガンマ線バ

ーストの成因解明及び重力波発生天体での電磁放射機構の解明を加えて、ミッションの目的とする。 
 

2015年の打ち上げ以降、MAXIと同様に数年単位で成果や達成度の評価を行ってきた。定常運用

終了に際し、2017年9月にISAS 宇宙理学委員会・CALET 科学評価小委員会にて科学評価を行

った。その結果、「定常運用フェーズにおいて、フルサクセスクライテリア9 項目のうち6項目を達成

したと評価された。達成した6項目は以下の通り。 
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・ テラ電子ボルト領域における電子エネルギースペクトルを直接的に検証（世界初） 
・ 近傍加速源または暗黒物質による“過剰”の有無を検証。 
・ カニ星雲など代表的な超新星残骸からのガンマ線の検出および代表的な銀河系外天

体を同定。 
・ 二次核／一次核比のテラ電子ボルト領域を継続的に観測し、銀河内電波モデルの選別

をこれまでの気球観測データを上回る精度で実施。 
・ ガンマ線バーストモニタ（GBM）とカロリーメータ（CAL）により、キロ電子ボルトからテラ

電子ボルトの超広帯域を継続的に観測し、これまでの予想頻度相当のガンマ線バース

ト現象を検出。また、GBMとCALの高エネルギー成分との相関性を研究。 
・ 太陽モジュレーションを受ける1~10ギガ電子ボルト領域の電子を極地域で継続的に観

測し、太陽活動との相関を求めて太陽磁気圏モデルに対する制限をつける。また、観測

期間中における短期変動現象の有無を検証。 
 

未達成の3 項目に関しても十分なデータは得られており、今年度末までに(研究者側によるデ

ータの解析・較正を進め、論文作成を行うことで)達成の見込みがある」との結論となった。その後

2019年1月に、宇宙科学研究所宇宙理学委員会として2017年の科学評価のフォローアップ評価

を行った。未達成であった3項目についてもほぼ達成できたと評価されている。 
 
1．電子観測により、高エネルギー電子の加速・伝搬モデルを定量化する。 
➡ CALET のミッション提案後に，10GeV 以上のエネルギー領域での陽電子の存在を示唆する

観測があり，電子の加速・伝搬モデルが単純ではないことが示されると同時に、観測の重要度が

増した。CALET は，10GeV から 7.5TeV における信頼できる観測値を示し、近傍のパルサーで

の陽電子加速や暗黒物質起源の陽電子の寄与に定量的制限を与えた。この成果により電子＋陽電

子スペクトルの定量的理解を達成し、加えてTeV 領域でのスペクトルの急速な軟化を確証するこ

とにより、電子の加速・伝搬モデルを定量化するというクライテリアは達成できたものと判断す

る。 
 
2．ガンマ線観測により、代表的な天体や銀河拡散成分について陽子・電子起源に関するモデル制

約条件を与える。 
➡ CALET は高エネルギーガンマ線の代表的天体についてのエネルギースペクトルや，銀河拡

散成分のエネルギースペクトルや空間分布という観測結果を示し、またフレア天体の検出や，重

力波天体からの電磁放射の定量的制限を示した。天体における高エネルギーガンマ線の起源につ

いては、各天体に共通する統一的な理論があるわけではないが、今後の検討にむけ、確かなモデ

ル制約条件を与えている。これによりクライテリアは達成できたものと判断する。 
 
3．陽子・原子核観測により，主要成分の原子核あたり数 100 テラ電子ボルト領域までのエネル

ギースペクトルを継続的に観測し，衝撃波加速モデルを定量化する。 
➡ CALET は陽子およびZ<28 の（偶数核）原子核について，エネルギースペクトルを観測して

いる。陽子成分の観測では、世界で初めて単独の測定装置による 50GeV から 60TeV 領域での観

測を達成し、数 100GeV 領域でのスペクルトの硬化と 10TeV 領域での軟化をこれまでにない精

度で検証している。この結果は、標準とされてきた衝撃波加速＋銀河内拡散過程というモデルに

よる理解に定量的な制約を与えている。さらに、原子核成分におけるエネルギースペクトルの電

荷依存性が 100TeV 領域まで観測されており、衝撃波加速のエネルギー上限を決められる可能性

が示唆されている。これによりクライテリアは達成できるものと判断する。 
 
その後も何度か評価を受け、直近では、後期運用(3)終了／(4)開始に向けて、ISAS理学委員会

で組織された CALET科学評価委員会による専門的な評価を受けた。評価対象は主にここ3年間

の成果である。 
 

委員からの主要なコメントは以下のとおり。 
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• 後期運用(3)の期間である2021年3月から現在に至るまで、全ての観測装置は正常に運用で

きていることを確認した。近年では主検出器であるカロリメータの出力ゲインの変化も落ち着い

ており、その較正方法も確立していることから、継続的に科学観測データを取得できることを確

認した。国際宇宙ステーション上でのネットワーク障害やシングルイベントによる通信系の障

害が年に数回発生することが確認されているが、再起動による復帰の手順が確立できてお

り、運用延長に問題が無いことを確認した。以上より、今後も観測性能を維持できると期待でき

る。 
• CALET後期運用(3)のサクセスクライテリアは達成できていると評価する。 
• 運用延長に対する16項目のエクストラサクセスの設定および達成基準が適切であると評価す

る。 
• CALETが2030年12月まで運用を継続する科学的価値があると評価する。 
 
評価結果のまとめは以下のとおり。 
CALETチームはデータ解析手法の改良を行うことで、観測エネルギー帯の拡張や有効面積の増

加などを実現している。他分野との共同観測・成果創出を行うなど、チームの活動状況も活発である

と判断でき、運用を延長することでさらなる成果の獲得が期待できる。また、CALET, AMS-02, 
DAMPEの同時観測は、国際競争であるとともに、異なる観測手法による多角的な検証につながり、

宇宙線物理を大きく発展させている点も特筆に値する。 
 
（２） 科学技術的価値を創出する取組  

 
MAXIが検知した突発天体や突発現象を、インターネットを通じ世界の研究者へ速報している。

JAXA筑波宇宙センターではMAXIの突発天体発見システムがデータを監視し、大増光があれば登

録者に直接、電子メールで知らせる。自動速報の最速記録は発生後11秒である。これをトリガーと

して稀少な天体現象を、地上や軌道上の観測装置(望遠鏡など)により、遅滞なく組織的に追跡観測

することが可能となる。この実現のために、以下のようなシステムを組んでおり、MAXIデータの利

用者に公開し、科学的価値を創出している。 
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また、従来、MAXIで観測したX線突発天体発見の情報はいったん地上にダウンリンクした上で解

析され、その後得られた突発現象の情報は電子メール等で他の衛星等に伝えられ、追観測が行わ

れてきた。そのため、X線突発現象の発見から追観測まで少なくとも3時間以上の時間がかかって

いた。 急速減光天体という一群の天体については、数時間後のSwift衛星等による追観測では既

に消滅してしまうため、詳細が明らかになっていない。 
そこで、追観測にかかる時間を少しでも短くするため、ISSにあるNASAの観測装置NICERとの

連携を実現した。国際宇宙ステーション（ISS）上でのX線突発天体の即時観測計画OHMAN（On-
orbit Hookup of MAXI and NICER、オーマン）である。 
https://www.jaxa.jp/press/2022/10/20221017-2_j.html 

 
MAXIは広視野モニタで広く浅くX線突発天体を発見し、NICERは追尾型のX線望遠鏡で視野が

狭く突発現象を発見する能力はないが、非常に深い観測が可能である。この2台は地上からの制御

で独立に動いているが、もし、まるで特徴の違うこの2台を軌道上でつなぐことができれば、「X線帯

で突発現象を発見し、X線帯で即座に詳細な追観測をする」という、お互いのデメリットを補完したイ

ノベーティブな国際連携天文台がISS上に実現することになる。日本のMAXIチームとアメリカの

NICERチームはその実現のためOHMAN計画を立ち上げたのである。ISSの利用成果最大化に向

けた日米協力枠組み（Japan-U.S. Open Platform Partnership Program: JP-US OP3）のもと、

2021年4月の連携に関する合意に基づき準備が進められてきた。 
OHMANでは、MAXIからのデータをISS内のコンピュータで処理し、発見されたX線突発現象の

情報は地上を経由することなくISS上でNICERに伝えられ、自動で追観測を行うことが可能で、これ

までの最短記録は1分40秒であった。OHMANの技術的達成に対して、NASAの「Group 
Achievement Award」を受賞した（2024年5月）。OHMANの稼働実績を以下に示す。 
 
 2022年8月30日、初めての天体現象を検出。ブラックホール連星H1755-338の強度変動を観

測。追観測まで７分21秒。 
 2022年9月13日、初めてのＸ線バースト現象を検出。球状星団M15から。追観測まで５分30秒。

通常のX線バーストであり、バーストは終わっていた。 
 2022年11月17日、 GRO J1008-57 のパルスの立ち上がりをとらえ、自動観測。追観測まで1

分40秒の最速記録。 
 2023年8月1日、H 1636-536からの X線バーストを検出。2分2秒後から追観測開始。X線バー

ストは終わっていたが、14分後に再度X線バーストを起こしその減衰部分に不思議な増光を7つ
検出。 

 2023年8月15日、4U 1850-086からX線バーストを検出。10分31秒後から追観測開始。これは

狙っていたロングX線バースト（intermediate burst）であり、即時追観測に成功 
 2024年4月24日、4U 1850-086のロングX線バーストを検出。追観測まで3分7秒 

この後はNICERの故障が相次ぎ、いったん中断している状況。 

https://www.jaxa.jp/press/2022/10/20221017-2_j.html
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（３） 研究開発成果を創出する実施体制  
 

MAXI研究チームは理化学研究所が中心となっているが、基礎データを公開するという性質上、

研究成果を創出できうる研究者数は非常に多い。2024年12月にMAXI 15周年を記念した3日間に

わたるワークショップ"MAXI 15 Year Workshop for the Time Domain Astronomy"が開催された

が、参加者は11か国131名であった。合計131名の内訳は日本人88名と外国人43名とグローバル

な会議になった。日本開催にも関わらず外国人の割合が約1/3と高いのは、MAXIの国際性と日本

への関心の高さを表している。他衛星や天文台の関係者と、2030年までのMAXI運用をにらんで、

今後の協力体制を議論した。各種装置とMAXIとの協力関係を以下に示す。 
 
 Swift (Penn. state u.)ーMAXIの発見天体を、追観測して天体同定を行う。天体の変化を継

続的に観測する。TOO枠を利用して観測。連絡密。 
 NICER (NASA/GSFC)ーMAXIの発見・検出天体を軌道上で即応観測（OHMAN）、または

地上経由（MANGA）により追観測する。天体の変化を継続的に観測する。 TOO枠を利用し

て観測。連絡密。2024年にOptical blocking filterの破損により１年間昼間の観測に支障が

あったが、2025年2月に修理が行われた。（2025年現在、架台駆動装置の故障により、観測

休止中）。 
 NuSTAR (Cal. Tech.)ー太陽近くに現れたMAXI新星を追観測し天体同定を行う。連絡は中

程度。MAXI天体の追観測プロポーザルが承認されている。望遠鏡のThermal Blanketの損

傷により、現在太陽近くの観測は制限されている。 
 XRISM (JAXA/ISAS)ー分光を目的とした大衛星で、明るいMAXI新星を観測。研究者レベ

ルで連絡する。連絡低程度。2024年度は、MAXIからのTOOで2024年9月にブラックホール

連星V4641 Sgrが観測された。また2025年3月にMAXI新星MAXI J1744-294の観測を

2025年3月に実施した。 
 IXPE (NASA/MSFC)ー明るいMAXI新星を観測。天体情報を提供する。直接の連絡は無。 
 EP (China NAOC)ー低エネルギーの広視野カメラ。速報はGCNを介してやり取りする。ゆ

っくりとした現象の場合は、研究者レベルで連絡。連絡低程度。夜側のみの天体を観測。 
 重力波天文台ー重力波天体、特に中性子星合体のX線対応天体をMAXIが探索しGCNに

報告する。現在O 4 (Operation 4) 実施中。 
 
CALET研究チームの人数は90名程度と非常に多い。チームは多国籍で構成されており、分野

別に小チームを組んで論文発表を行っている。 
国際協力も行っている。開発及び観測データ解析は、アメリカ航空宇宙局（NASA）及びイタリア
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宇宙機関（ASI）の協力を得て行っており、NASA（米国研究者含む）は、宇宙線観測センサーの技

術支援を、ASI（伊国研究者含む）は高電圧電源の提供及び宇宙線観測センサーの技術支援を提

供し、相互にCALETの観測データの解析協力を行っている。 
 
外部ミッションとの研究協力の状況と共著論文を以下に示す。なお、欧州共同原子核研究機構 

(CERN) との MoU により Recognized Experiment (RE25) として承認をうけている。   
 LIGO/Virgo：2017年に発生した中性子連星合体イベントについて、CALETを含む世界中の

観測結果をまとめた下記論文を発表している。 
Multi-messenger Observations of a Binary Neutron Star Merger, The Astrophysical 
Journal Letters, 848:L12 (59pp), 2017 October 20  

 MAXI：MAXIとの共同観測結果として、下記の論文を発表 
Detection of the thermal component in GRB 160107A, Kawakubo Yuta, Sakamoto 
Takanori, Torii Shoji, Yamada Yusuke, Yoshida Atsumasa et al., Publication of the 
Astronomical Society of Japan, 70(1) p.61 

 SEDA-AP：ISSの放射線量測定に関するSEDA, MAXIとの共同観測により、下記論文を発

表。 
Radiation dose during relativistic electron precipitation events at the  International 
Space Station, H.Ueno, S.Nakahira, R.Kataoka, Y.Asaoka, S.Torii, S.Ozawa, 
H.Matsumoto, A.Bruno, G.A.de Nolfo, G.Collazuol and S.B. Riccialini ,  Space 
Weather on line (2019) 

 ERG（あらせ）：ERGサイエンスチームとは、とくにLOIを締結せずに相互にデータ公開を行う

形で共同論文を書く方針で合意し、共同観測により下記の論文を発表している。 
   Plasma Waves Causing Relativistic Electron Precipitation Events at International Space 
   Station:Lessons From Conjunction Observations With Arase Satellite, R. Kataoka,  
   Y.Asaoka, S.Torii, S.Nakahira, et al., JGR Space Physics, 125, e2020JA027875 (2020) 
 Van Allen Probes (米国）： 米国の地球磁気圏観測衛星（Van Allen Probes)との同時観測

により下記の論文を発表している。 
   On the Spatial and Temporal Evolution of EMIC Wave‐Driven Relativistic Electron  
   Precipitation: Magnetically Conjugate Observations From the Van Allen Probes and 
   CALET, L. W. Blum, A. Bruno, L. Capannolo, Q. Ma, R. Kataoka, S. Torii , and 
    D. Baishev, Geophysical Research Letters, 51, e2023GL107087(2023). 
 重力波天文台ー重力波天体、特に中性子星合体のX・ガンマ線対応天体をCALETが探索し

GCNに報告する。現在O 4 (Operation 4) 実施中。 
 
MAXI、CALETともに、定常運用を終了し後期運用に移行する際に、JAXA側人件費の見直しを

行った。運用管制の人件費については、MAXIはスケジュールコマンド送信を月1回、CALETは週3
回とすることで削減しているものの、成果創出へのネガティブな影響は与えていない。 

 
（４） 科学/技術的成果 
 
 【MAXI】 
  MAXIプロジェクトの発表論文数（査読あり）はこれまでに104報あり、外部研究者によるデータ利用

や、MAXIの名前がついた天体を対象とした査読論文は約850報にのぼる。また、MAXIの装置論文

Matsuoka et al. (2009)の査読論文引用数は633件 (2024.12.31現在)となった。MAXIが発見した新星

は37個あり、うち15個はブラックホールであったが、これまでに発見されているブラックホールが約70個
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であると考えると、MAXIが天文学において大きな役割を果たしていることが分かる。Nature誌に掲載さ

れた、「巨大ブラックホールが星を飲み込む瞬間を捉えた世界初の観測」については1項(3)で触れた

が、ここではScience誌に掲載されたガンマ線バーストについて述べる。 
 2013年、「しし座」のベータ星近くに、巨大なガンマ線バーストが発生した。NASAの大型ガンマ線観測

衛星Fermiとガンマ線バースト衛星Swiftはこの爆発直後から観測したが、MAXIは国際宇宙ステーション

の軌道の都合で、爆発から3257秒後と次の周回の8821秒後に捉えることができた。 このガンマ線バー

スト(GRB 130427A)は史上最大級の放射エネルギーをもち、距離も地球から40億光年弱と言う異例な

近傍で発生したため、強いＸ線とガンマ線が観測され、地上から可視光線でもほぼ10日間にわたって残

光が観測されるほどであった。MAXIは Swift衛星が観測できなかった2点のX線残光を観測することに

成功。過去23年間で最も強いこのガンマ線バーストから放たれる、Ｘ線、ガンマ線、可視光線、紫外線、

赤外線、電波の詳しい観測データを、近代観測機器によって取得できた。この今までにない高品質のデ

ータから、ガンマ線バーストの放射の原理を精密に検証することが可能になり、MAXIはこの観測的研究

に貢献。 2013年11月22日に発行された米国のScience誌342巻6161号に5論文が掲載されたが、

MAXI の成果はうち1件で発表された。 A. Maselli 他 Kawai, Sakamoto, Serino et.al; GRB 
130427A: a Nearby Ordinary Monster, Science（2013年11月22日発行）。 
ガンマ線バーストは、太陽の数十倍の質量の恒星が燃え尽きてブラックホールに崩壊するときに放出

される光速に近いジェットから放射されると考えられている。このジェットが宇宙空間の希薄なガスと衝

突して減速しながらガンマ線から電波に及ぶ広い波長の残光が放出されるとされているが、詳しい仕組

みは解明されていない。このため今回、貴重なデータがとれたことになる。これまで、ガンマ線バースト

の多くはビッグバン後、数十億年以内の宇宙初期に起こったものだったが、今回は百億年後に起こった

ものであった。しかし、宇宙初期のものとあまり違わないこともわかり、巨大な星の超新星からブラックホ

ールへの進化の理論に影響も及ぼすことになった。 

 
  
史上最大のガンマ線バーストは近年観測された。2022年10月9日13:58 UT、MAXIは 2.5 Crabの明

るいＸ線源を「や（矢）座」に検出。その後、それに先立つ13:16にその位置で、ピーク強度１万Crabという

観測史上最大のガンマ線バーストGRB 221009Aが発生したとFermi/GBMが報告した。宇宙最大の爆

発であるガンマ線バーストは大変まれな現象で、今回の規模のものがこれほどの近傍で観測される頻

度は数千年に1回と推定されるとのこと。MAXIの観測は、やはり史上最大のX線残光の最初の観測で、

発生41分後でありながら2.5Crabもあった。Swift, MAXI, NICERの観測をまとめた論文が、米国アストロ

フィジカル誌に出版された。 
 

MAXIがこれまでに発見したX線マップを以下に示す（□で囲んでいるのは、2024年度に発見された2
つの天体）。 

ガンマ線バーストの想像図（NASA 提供） 
 
大質量星の中心核がつぶれてブラックホー

ルになり、星の表面を突き破って放出される

ジェットからガンマ線が放出される。 
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これまでの大きな発見については、以下のとおりサイエンスニュースとして一般にもわかりやすく解説し

ている。 
MAXIサイエンスニュース081号 スーパーバースト天体 MAXI J1752-457 を発見 2025年7月1日 
MAXIサイエンスニュース080号 MAXIが月の反射X線を検出 2025年3月5日 
MAXIサイエンスニュース079号 MAXI 15周年国際会議 Time Domain Astronomy 開催 2025年2月
17日 
MAXIサイエンスニュース078号 Be型X線連星パルサー MAXI J0655-013 の発見 2025年2月12日 
MAXIサイエンスニュース077号 史上最大のガンマ線バーストGRB 221009A 2023年3月29日 
MAXIサイエンスニュース076号 MAXI J1848-015 を発見、NuSTARで位置を決定 2023年2月28日 
MAXIサイエンスニュース075号 最大級のフレアを繰り返すはえ座GT星 2023年2月20日 
MAXIサイエンスニュース074号 超巨星X線速動突発天体MAXI J0709-159 を発見 2023年2月8日 
MAXIサイエンスニュース073号 「爆発を好む宇宙」が電子書籍化 2023年2月1日 
MAXIサイエンスニュース072号 中性子星-低質量星X線連星の34年間のX線長期変動 2022年7月15
日 
MAXIサイエンスニュース071号 X線新星 MAXI J1803-298 を発見 2022年2月28日 
MAXIサイエンスニュース070号 我々の銀河系に現れた「超高光度X線パルサー」 2021年8月5日 
MAXIサイエンスニュース069号 急激に減光した Swift J0840.7-3516の正体は？ 2021年7月30日 
MAXIサイエンスニュース068号 ブラックホールX線新星 MAXI J1348-630 を発見 2021年7月30日 
MAXIサイエンスニュース067号 ブラックホールX線連星MAXI J1828−249をX線衛星すざくとかなた望

遠鏡で同時に観測 2019年9月9日 
MAXIサイエンスニュース066号 最強磁場天体マグネタ―をMAXIが検出 2019年7月17日 
MAXIサイエンスニュース065号 ブラックホールX線新星MAXI J1820+070を発見 2019年4月4日 
MAXIサイエンスニュース064号 MAXIデータと降着トルク理論で、少し変わった中性子星の強磁場と大

質量が判明 2018年10月18日 
MAXIサイエンスニュース063号 MAXI観測史上最も明るかったMAXI J1535-571 2018年9月12日 
MAXIサイエンスニュース062号 MAXI新星MAXI J1807+132を発見、正体は中性子星と国際観測網で

解明！ 2017年11月8日 
MAXIサイエンスニュース061号 MAXI観測史上最大のX線ブラックホール新星が出現！ 2017年10月3
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日 
MAXIサイエンスニュース060号 MAXIが、2016年のISS Research Awards "Space Station Top 
Results for Discoveries"を受賞 2016年7月14日 
MAXIサイエンスニュース059号 MAXIで中性子星の「サイズ」を測る 2016年8月12日 
MAXIサイエンスニュース058号 人類初の重力波イベント、MAXIは？ 2016年2月27日 
MAXIサイエンスニュース057号 激変ブラックホール連星はくちょう座V404星、26年間の沈黙を破って

活動を再開 2016年1月7日 
MAXIサイエンスニュース056号 謎の天体MUSST（マスト天体） 2016年1月6日 
MAXIサイエンスニュース055号 スーパーX線バーストを捉えた！ 2014年11月13日 
MAXIサイエンスニュース054号 活動銀河核の２つの急増光を捉える 2014年4月2日 
MAXIサイエンスニュース053号 MAXIの論文に日本天文学会から論文賞 2014年3月24日 
MAXIサイエンスニュース052号 愛媛大学で国際会議開催 2014年3月10日 
MAXIサイエンスニュース051号 ケンタウルス座にＸ線新星を発見 2014年1月16日 
MAXIサイエンスニュース050号 近所で爆発した宇宙のモンスター 2013年11月22日 
MAXIサイエンスニュース049号 新星爆発初めの火の玉X線閃光を発見 2013年11月14日 
MAXIサイエンスニュース048号 いて座にX線新星を発見 2013年10月23日 
MAXIサイエンスニュース047号 磁場の弱い中性子星のプロペラ効果の発見 2013年8月30日 
MAXIサイエンスニュース046号 先にMAXIが発見していた新X線天体 2013年4月3日 
MAXIサイエンスニュース045号 X線パルサーの最高の磁場の検出 2013年2月7日 
MAXIサイエンスニュース044号 白鳥座に極超新星の痕跡を発見？ 2012年12月4日 
MAXIサイエンスニュース043号 50年ぶりに脚光を浴びるさそり座X線源の仲間 2012年11月5日 
MAXIサイエンスニュース042号 へびつかい座にX線新星を発見 2012年6月21日 
MAXIサイエンスニュース041号 わし座にX線新星を発見 2012年6月6日 
MAXIサイエンスニュース040号 はえ座にX線新星を発見 2012年4月16日 
MAXIサイエンスニュース039号 超新星爆発に備える！オリオン座ベテルギウスの監視 2012年1月27
日 
MAXIサイエンスニュース038号 小マゼラン星雲に超軟X線新星を発見 2011年11月17日 
MAXIサイエンスニュース037号 スーパX線バーストを捉えた！ 2011年11月7日 
MAXIサイエンスニュース036号 ガンマ線バーストの全自動速報の確立 2011年10月31日 
MAXIサイエンスニュース035号 いて座に出現したX線新星を発見！ 2011年9月2日 
MAXIサイエンスニュース034号 X線源カタログとAGN進化への挑戦 2011年8月3日 
MAXIサイエンスニュース033号 MAXIがシャトルの外表面成分を分析 2011年6月6日 
MAXIサイエンスニュース032号 MAXIが新たにふたつのX線天体を発見 2011年5月16日 
MAXIサイエンスニュース031号 MAXIが捉えた再帰新星と新X線トランジェント 2011年4月4日 
MAXIサイエンスニュース030号 X線パルサーで吸収線の発見 2011年3月2日 
MAXIサイエンスニュース029号 ガンマ線バーストをくじら座で発見 2011年2月21日 
MAXIサイエンスニュース028号 世界最大のX線監視装置 2011年2月9日 
MAXIサイエンスニュース027号 はと座にX線新星を発見 2011年1月17日 
MAXIサイエンスニュース026号 変光星アルゴルからの巨大フレアを捉える 2011年1月4日 
MAXIサイエンスニュース025号 MAXI国際会議での成果発表 2010年12月6日 
MAXIサイエンスニュース024号 ブラックホールの構造解明に欠かせないジェットの磁場の算出 2010年
11月24日 
MAXIサイエンスニュース023号 ケンタウルス座にX線新天体発見 2010年10月26日 
MAXIサイエンスニュース022号 ブラックホールX線新星の発見と反響 2010年9月29日 
MAXIサイエンスニュース021号 赤ちゃん星から太陽の10万倍もの巨大なX線フレアを捉える 2010年9
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月15日 
MAXIサイエンスニュース020号 MAXIの速報をもとにした連携観測で、中性子星の磁場の強さを初め

て決定 2010年8月31日 
MAXIサイエンスニュース019号 有効面積世界一を実現したMAXIのX線CCDカメラ 2010年8月17日 
MAXIサイエンスニュース018号 白鳥座X-1の急激な増光 2010年7月20日 
MAXIサイエンスニュース017号 ブラックホール新星の発生から消えゆくまでの軌跡 2010年7月6日 
MAXIサイエンスニュース016号 コンパス座X線源の詳細観測（MAXI速報の有用性） 2010年6月15日 
MAXIサイエンスニュース015号 コンパス座X線源のX線増加を捉える 2010年5月18日 
MAXIサイエンスニュース014号 軟X線スリットカメラSSCの全天画像 2010年5月11日 
MAXIサイエンスニュース013号 速報システムのプロセス 2010年4月20日 
MAXIサイエンスニュース012号 すざく衛星との連携観測 2010年4月13日 
MAXIサイエンスニュース011号 トランジェントX線パルサーの増光の始まりを捉える 2010年4月7日 
MAXIサイエンスニュース010号 最新の全天画像 2010年3月31日 
MAXIサイエンスニュース009号 中性子星をもつ再帰新星の増光の発見 2010年3月23日 
MAXIサイエンスニュース008号 MAXIとNASAガンマ線バースト衛星との連携 2010年3月16日 
MAXIサイエンスニュース007号 白鳥座X-3の増光を捉える 2010年3月9日 
MAXIサイエンスニュース006号 活動銀河の最大フレアを捉える 2010年3月2日 
MAXIサイエンスニュース005号 サイエンスチーム会合報告 2010年2月23日 
MAXIサイエンスニュース004号 かに星雲のパルサーを捉える 2010年2月16日 
MAXIサイエンスニュース003号 新天体の発見 2010年2月9日 
MAXIサイエンスニュース002号 X線バースト源の再活動の発見 2010年2月2日 
MAXIサイエンスニュース001号 ブラックホール新星のX線増加の発見の速報 2010年1月26日 
 
 【CALET】 
  CALETプロジェクトの発表論文数（累計）を以下に示す。査読論文数は49報、うちハイインパクトな論

文は22報である。 

 
 
 成果は多岐にわたるが、簡易にまとめたものとして、日本物理学会第79回年次大会(2024)で代表研究

者の鳥居教授が発表した資料を以下に示す。 
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（５） 研究開発成果の活用、波及効果 
繰り返しになるが、MAXIが検知した突発天体や突発現象は、インターネットを通じ世界の研究者へ速

報される。これをトリガーとして稀少な天体現象を、地上や軌道上の観測装置(望遠鏡など)により、遅滞

なく組織的に追跡観測することが可能となるため、その波及効果は極めて大きい。 
 なお、iSEEPやそれ以前の技術実証実験の成果の活用、波及効果については1項(3)②③で述べたと

おりである。 
 
（６） 今後の利用需要（科学/民間）に繋がる基礎データの蓄積、発展性 
 ISSにおける実験は公的資金を用いていることから、得られたデータについては有償利用案件を除き、

公開することが原則となっている。本PFでは、JAXA宇宙科学研究所 科学衛星運用・データ利用ユニット

（C-SODA）と連携して、DARTS（Data ARchives and Transmission System）というデータベースへの

登録を行っている。 
https://darts.isas.jaxa.jp/ 
 こうしたデータの利用により、実際の宇宙実験を行わなくても、代表研究者チームとは異なる切り口で

の解析を行うことで更なる成果創出につながる。MAXIの場合、MAXIチームメンバー以外がMAXIのデ

ータを用いて発表した査読論文数は500件にのぼる。基礎データを公開していくことで更なる科学の発

展に貢献することができる好例である。 
DARTSには、MAXIの他、CALET、SMILES、SEDA-AP、IMAP、GLIMS、たんぽぽ実験のデータが

登録されており、外部の研究者に有効利用されている。 
 

https://darts.isas.jaxa.jp/
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さらに、こうしたデータベースの活用により、もともとの研究分野の壁を超えて、新たなデータセ

ットを構築することができた実例がある。 
国際宇宙ステーション（International Space Station: ISS）が、夜間に高磁気緯度地域を通過す

る際に、数分間にわたって電子が降り注ぐ「電子の集中豪雨」とも呼ぶべき現象（Relativistic 
Electron Precipitation: 相対論的電子降下現象/REP現象）に遭遇することがある。REP現象の発

生中は、放射線電子の数が、その地域における平常時と比べて数百倍から数千倍にも増加する

ため、通過するISSにおいては船外活動中における宇宙飛行士の特に眼（水晶体）への被ばくに

よる影響が懸念される。 
JAXA研究開発部門、宇宙科学研究所、国立極地研究所、早稲田大学及び国内外の機関から

構成される研究グループらは、ISS・「きぼう」日本実験棟の船外実験プラットフォームに搭載され

た、日本が開発した3つの観測装置宇宙環境計測ミッション装置（SEDA-AP）、全天X線監視装置

（MAXI）、高エネルギー電子・ガンマ線観測装置（CALET）の2年半に渡る同時観測データを用い

ることで、その測定に成功した。研究成果は、アメリカ地球物理学連合のSpace Weather誌（2019
年12月15日）にオンライン掲載された。 

MAXIとCALETはそれぞれX線天文学と宇宙線物理学の観測的研究を目的としたミッションで

あり、MAXI/RBMとCALET/CHDのカウント数データは元々科学目的には使われていないデータ

であったが、本研究を通じ、ISS上の実験装置の観測データを組み合わせることで、本来の研究

分野を超えた新たなデータ活用の可能性が示されたといえる。 
 
経済産業省が宇宙システム開発利用推進機構（J-spacesystems）とともに開発したハイパース

ペクトルセンサ（HISUI）は、JAXAとの連携協定のもと、2019年12月に船外実験プラットフォーム

へ設置され、2020年9月より画像の取得を行ってきた。経産省は2022年から、HISUIデータを衛

星データプラットフォーム「Tellus（テルース）」に搭載し、国内向けに一般公開を開始している。国

内の企業・団体における衛星データ利用ビジネスや研究に活用することが可能である。 
https://www.tellusxdp.com/ja/catalog/data/hisui-promotion.html 

 
（７） その他 
 研究開発成果として主にMAXI、CALETについて述べた。いずれも継続観測により成果が増大するミッ

ションであり、2030年までにはより多くの成果が期待される。i-SEEP利用実験についても、事業者との

https://www.tellusxdp.com/ja/catalog/data/hisui-promotion.html
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協力のもと、2030年まで継続して実施予定であり、ポート利用のコンフリクトを避けながらできる限り多く

の実証ミッションを実現できるようにしたい。 
 

４. 結言  

 船外ポート利用PFでは、「きぼう」のエアロックとロボットアームを活用した i-SEEPを利用した小型・中

型の実験、ポートに直付けする大型ミッションを実施してきた。今後も着実に科学成果を創出するととも

に、事業者と協力して「きぼう」ならではの機会を活かしていく所存である。 
3つの目標、①インパクトの高い科学的成果の創出、②（i-SEEP/SPySE等を利用した）小型・中型の実

験ミッション実施を通した技術実証機会の拡大、③民間事業者に i-SEEP 事業を移管することによる商

業利用の活性化、についてはいずれも順調に達成している。 
 
(1) 大型ミッション MAXI、CALET はそれぞれ 15 年以上、10 年以上の観測を行っており、その成果は

Nature、Science、Physical Review Letters などインパクトファクターの大きな科学雑誌に多数掲載

されている。宇宙科学研究所理学委員会による科学評価で高い評価が得られたことから、2030 年

までの運用延長を行う方針となった。 
(2) 複数の小型・中型実験を経て、４台の i-SEEP の開発を行い、i-SEEP 利用サービス提供事業として

民間事業者への事業移管を行った。これまでに宇宙インフレータブル構造、高秘匿光通信、全固体

電池、独自通信規格による信号受信など、数多くの実証実験が実施されている。ユーザの利便性向

上のため、筑波宇宙センター外から運用可能な外部運用管理システムを整備した。 
(3) 選定された事業者は、これまで JAXA が培ってきた知見をもとに、自社でも利用ノウハウを蓄積・活

用し、利用インテグレーションにおいて必要不可欠な安全審査やインタフェース調整への対応等の

技術力も向上させて、民間の創意工夫による商業利用の展開を順調に進めている。これまでの技術

実証ミッションだけでなく、エンタメ利用など、新規ユーザによる新しい宇宙利用分野を開拓し、ユー

ザの裾野を広げている。ポスト ISS を念頭に、これらサービスによる事業継続・発展が期待される。 
 

以上 


